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〔 1 〕アンケート調査
目 的
対 象
方 法

期 間
回 収 数

岩手県内における文化施策の現状把握
岩手県内33市町村文化振興担当課（全数）
メールにて調査票送付
オンライン回答フォーム併用
令和7年9月29日～令和8年1月26日
33件／回収率 100%
県北広域圏8市町村、県央広域圏8市町村、
県南広域圏8市町村、沿岸広域圏9市町村

〔 2 〕研究会
第1回研究会では他地域事例報告者を招き、施策
モデルの論点について議論し、現地視察先の選定
に資する情報を得た。
第2回・第3回では、岩手県の文化政策に関する考
察及び岩手県内の地域特性に即したAIR導入の
考え方について検討した。 

※第2回・第3回および報告会は、令和7年度岩手県文化芸術コーディネーター課題解決支援業務
　「いわて文化共創プロジェクト」と連携し、開催。

〔 3 〕事例調査（地域でのアーティスト・イン・レジデンス事業）

地域におけるAIRの可能性を探るべく、中核市以
下の自治体規模でも参照可能であり、美術や実演
芸術など分野を限定しないAIR事例を対象に調査
を実施した。選定にあたっては、実施主体の属性
や運営形態の多様性を重視し、各地域の実情に適
したモデルの抽出に努めた。調査では、導入経緯
や運営体制、文化領域内外への波及効果の捉え
方を中心にヒアリングを行い、現状の課題を整理
した。あわせて、県による支援制度の設計や継続
的な取組の成果について、対談形式等を通じて論
点の明確化を図った。
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1 . はじめに

2. 調査概要

3. 岩手県内市町村の文化政策概況（アンケート調査結果）

4. 提言（これからの文化政策／地域における AIR 導入について）

5. 事業調査レポート

人口減少と高齢化が進み、医療・交通・産業など生活基盤の前提が変わるなか、地域課題は
複合化している。いま必要なのは、分野別施策を個別に積み上げることに加え、地域固有
の資源を起点に複数分野をつなぎ、相互に効果が波及する形をつくることである。文化
政策においても同様に、文化芸術の本質的価値を損なうことなく、地域の持続可能性や他
分野との関係構築を具体的に進めることが求められる。

近年、国の制度枠組みは、文化施策を個別事業の積み上げにとどめず、総合的・計画的に推
進する方向性を示してきた。「劇場、音楽堂等の活性化に関する法律」（2012年）は、劇場・
音楽堂等の事業として、実演芸術の創造（企画・実施）、普及啓発、人材養成、関係機関との
連携等を明記し、実演芸術の水準向上等を通じて活力ある地域社会の実現に寄与する枠
組みを示した。「文化芸術基本法」（2017年改正）は、文化芸術“そのもの”の振興にとどま
らず、観光・まちづくり・国際交流・福祉・教育・産業等の関連分野施策を法律の射程に取り
込み、文化芸術に関する施策を総合的・横断的に推進する枠組みへと拡張するとともに、
地方公共団体が国と連携し、地域特性に応じて施策を形成・推進する責務（努力義務）を明
確化した。また、「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」（2018年）や「文化観光
推進法」（2020年）等は、福祉・観光を含む関連分野との接点を制度として整えている。さ
らに「文化芸術推進基本計画」（第1期・第2期）は、文化芸術の本質的価値に加えて社会的・
経済的価値を明確化し、関係分野との連携や価値創造を含む施策の推進を掲げている。

一方で地方自治体は、人口減少等に伴う財政・人員の制約、社会保障関係経費の増大、文化
施設の老朽化対応（維持管理・改修等）の負担増などを背景に、他分野連携や社会的価値の
創出も見据えた文化事業を推進するための体制整備に取り組むことが容易ではない状況
にある。
本調査報告書は、岩手県内市町村へのアンケートに基づき、文化施策の現況と課題を整理
し、今後の方向性を示す。あわせて、国の制度枠組みが整備・拡充されてきた時期と軌を
一にして全国的に拡大してきた、地域におけるアーティスト・イン・レジデンス（以下、
AIR）事業にも着目する。AIRは、アーティストを一定期間受け入れることを基盤に、滞在
制作やリサーチ、交流等を通じて創作を地域資源・文脈に接続し、地域内外の関係性を編
み直す枠組みである。プロセスを共有することは、本質的価値を基盤とした社会的価値
の創出、ひいては他分野との連携可能性を開き得る。
本調査では、岩手県の文脈と自治体運営の実情を踏まえ、スモールスタートが可能な「地
域型AIR」の導入条件等を整理し、文化的関係人口の形成や地域の活力創出に資する文化
事業の提案へとつなげる。

はじめに
～調査の背景と趣旨～

もくじ

・事例：大石田AIR／クロスプレイ東松山／
   Washi＋による「アウトプットを目的としないArtist in Residence」
・レポート：城崎国際アートセンター／宮城県

6 . 対談

調査概要

岩手県全域・4広域圏区分

広域圏別
内訳

第1回研究会：4月11日（金）城崎国際アートセンター 
第2回研究会：11月5日（水）オンライン 
第3回研究会：1月16日（金）オンライン 

CASE STUDY 1 アーティスト兼地域おこし協力隊による地域活性の事例

CASE STUDY 2

CASE STUDY 3

REPORT 1

REPORT 2

高齢者施設と協働する複数主体連携AIRの事例

大石田AIR

クロスプレイ東松山

伝統地域産業（土佐和紙）の担い手不足の解消に関する事例
Washi＋による「アウトプットを目的としないArtist in Residence」

城崎国際アートセンター（KIAC）の現在地と未来への視座
 

宮城県における支援の制度設計 

対談 AIR実施における県と中間支援の役割 
～信州アーツカウンシル・NOAの取り組みより～

─ アートがもたらす「新しい価値」

─ 地域課題と接続する仕組みづくりに向けて

久慈市、二戸市、普代村、一戸町、
野田村 、洋野町、軽米町、九戸村

県北広域圏（8市町村）１

盛岡市、八幡平市、滝沢市、雫石町、
葛巻町、岩手町、紫波町、矢巾町

県央広域圏（8市町）2

１

2

3

4

宮古市、大船渡市、陸前高田市、
釡石市、住田町、大槌町、山田町、
岩泉町、田野畑村

4 沿岸広域圏（9市町村）

奥州市、一関市、花巻市、北上市、
遠野市、金ケ崎町、平泉町、
西和賀町

県南広域圏（8市町）3

2 3



85%

 ＊総額は2025年度の「文化芸術事業費＋文化施設経費」。ただし施設の改修等は含まない。
 ＊全国市区町村の一人あたり予算推計値は、文化庁「令和5年度地方における文化行政の状況」の公表データを用いて算出。
 ＊人口は、総務省統計局「人口推計(2025年4月報)」を用いた。

本稿における割合は、小数第1位を四捨五入した。このため、各項目の合計は100％と一致しない場合がある。

( ア ) 文化芸術の条例

制度的基盤整備状況

( イ ) 文化芸術に関する計画

文化予算状況

文化芸術事業

全県平均 事業費 367 円
施設費 3,366 円

-713 円

＋483 円

1人当たり総額

全国推計 (R5)
1人当たり総額

文化芸術事業費
10%

( ウ )「障害者の文化芸術活動の推進に関する法律」に基づく基本計画
■検討の予定がない 91% (30市町村)　■文化芸術推進計画の一部 6% (2市)
■障害者基本計画の一部 3% (1市)　※単独計画 0%、検討中 0%

■検討の予定がない 91% (30市町村)　■文化芸術推進計画の一部 6% (2市)
●障害者基本計画の一部 3% (1市)　

■検討の予定がない 88% (29市町村)　■計画がある6% (2市)
■検討中 3% (1市)　■作成中3% (1市)　

( エ )「文化観光法」に基づく基本計画

円

円

円

3,733

3,250
岩手県平均
1人当たり総額 367

文化施設経費

文化芸術事業費

予算の約９割が施設の管理運営。
事業のための可処分財源が圧迫。

約38.6億円(90.2%)

約4.2億円 (9.8%)

 鑑賞型 65%

 普及・育成型 18%
(36/55事業)

(10/55事業)
創造 16%
 (9/55事業)

 鑑賞型 95%

 創造 5%
(20/21事業)

 (1/21事業)
その他 0%
(0/21事業)

条例がある

検討の予定がない

6%(2市)

94%（31市町村)

（全国推計 R5  3,250 円）

（全国推計 R5  1,080 円）

【形態別詳細と定義】

【実施率の高いジャンル（上位）】 【その他のジャンル・多様な展開】

 鑑賞型 70%（92事業）

 普及・育成型 20%（26事業）

 創造型 11%（14事業）

【分野別内訳】

【地域アーティストの参画】 【国内外で活躍するアーティストの参画】

事業形態別内訳 (21 事業 )事業形態別内訳 (55 事業 )

【文化施策・事業の運営主体】

運営主体一覧

【主要な担い手】

億円42.8
90%

約

岩手県33市町村 文化予算総額

文化施設経費

事
業132

延べ

ワークショップ、アウトリーチの事業数を合算。住民参加と教育普及に重点。

市民文化祭、芸術祭（招聘）、公演（招聘）、展示（常設・企画）の事業数を合算。

 取組あり 28市町村

 取組なし 5市町村

実施自治体数

（25/33市町村）
76%

実施事業数

（55/132事業）
42%

実施自治体数

（11/33市町村）
33%

実施事業数

（21/132事業）
16%

担い手（アーティスト）

運営主体

社会的価値に資する文化芸術事業

ジャンル別 実施状況

事業形態

行政

（29/33市町村）
88%

文化協会等

（29/33市町村）
76%

MA,n＝33 MA,n＝33

MA,n＝33

MA,n＝33

現代的なジャンル（メディアアート、
アニメ等）や産業連携（デザイン）の実
施率は比較的低い傾向にある。

伝統文化（97%）と文化財保護（91%）
が突出して高く、地域資源の保存・継
承が事業の中心となっている。

公演（創造）、アーティスト・イン・レジデンスの事業数を合算。

取組あり

96％(27市町村)
36％(10市町村)
36％(10市町村)
36％(10市町村)

25％(7市町村)
25％(7市町村)

21％(6市町村)
18％(5市町村)
18％(5市町村)

11％(3市町村)
7％(2市町村)

0％(0市町村)

97％(32市町村)
91％(30市町村)

67％(22市町村)
61％(20市町村)

48％(16市町村)
45％(15市町村)
42％(14市町村)
42％(14市町村)

36％(12市町村)
36％(12市町村)

18％(6市町村)
15％(5市町村)

12％(4市町村)
9％(3市町村)

6％(2市町村)
3％(1市町村)

27％(9市町村)
18％(6市町村)
18％(6市町村)

0％(0市町村)

15％(5市町村)
9％(3市町村)
9％(3市町村)

6％(2市町村)
3％(1市町村)
3％(1市町村)

88％(29市町村)
76％(25市町村)

39％(13市町村)
33％(11市町村)
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伝統文化(民族芸能)
文化財保護

音楽
美術
演劇
歌唱
工芸
舞踊

文学
写真

その他
映画

デザイン
メディアアート

漫画
アニメ

0 20 40 60 80 100 0 5 10 15 20 25 30 35 40

教育

まちづくり
子育て

福祉(障がい者)
多文化共生

福祉(高齢者)
自然景観

産業
移住・定住
安心・安全

医療

観光

0 20 40 60 80 100

行政

NPO等

公益文化財団等
民間文化施設

その他
地域以外の団体

福祉医療機関
企業等

学校・教育機関
音楽・舞踊協会等

芸術連絡協議会等

公立文化施設
文化協会等

芸術団体等

0 20 40 60 80 100

行政と文化協会等（市民文化祭等）が
主要な担い手。公立文化施設の関与
割合は施設の有無を反映。
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制度的基盤

条例・計画の整備は少数にとどまり、多くの自治体が未検討の状態にあります。また、障がい者文化芸術
及び文化観光についても、単独計画の策定は確認されていません。
制度としての整理が十分でない場合、目的の言語化、優先順位づけ、評価の置き方、庁内横断の位置づけ
が安定しにくく、施策が年度単位の事業運用に回収されやすい傾向が生じ得ることが考えられます。

財政構造

文化予算の大半が文化施設経費に置かれ、事業費が相対的に薄い構造となっています。全国推計値との
比較でも、総額が同程度以上であるのに対し事業費が下回る点は、施設維持等の固定的経費が配分上大
きな比重を占め、事業費に充当できる裁量領域が限定されやすいことを示しています。
一般に人口減少局面では固定費の相対的負担が増しやすいことも踏まえると、今後一層、事業費のさら
なる減少も予想される厳しい状況にあります。

事業構造

岩手県の大きな特徴は、ほとんどの自治体で伝統文化（民俗芸能）に関する取組が実施されている点です。
一方で、事業形態は鑑賞型が中心であり、普及・育成型や創造型は相対的に少ない傾向がみられます。こ
のため、鑑賞を入口として普及・育成・創造へと展開し、それらが次の鑑賞需要を支えるという循環は、十
分に形成されにくい状況にあると考えられます。また、社会的価値の創出に資する事業は教育分野への
集中が顕著であり、他分野への展開は限定的かつ散発的です。

業務体制

事業の実施・運営体制を見ると、行政や市民文化祭等を担う文化協会等が中核を担っており、公立文化施
設が主体的に関与する割合は4割程度にとどまります。加えて、文化領域外の主体を含む運営体制の形成
も十分には進んでいません。また、事業に参画する地域アーティストは一定程度確認されるものの、その
多くは鑑賞型事業への参画にとどまっています。国内外で活躍するアーティストについても、参画の大
半は鑑賞型事業に集中しており、それ以外の事業形態への参画は限定的です。

以上の4点は、①方針の明文化、②資源配分の在り方、③循環を生む事業構成、④担い手・運営体制の多様
化、の4つに整理できます。これらは相互に連動しており、いずれか一つのみを見直しても十分な効果は得
にくいと考えられます。今後は、四層の整合性を確保した一体的な設計へ移行できるかが焦点となります。

事業費割合

92%

事業費割合

89%

事業費割合

92%

【広域圏別 予算】

県北（8市町村）

県央（8市町）

県南（8市町）

沿岸（9市町村）

広域圏 予算総額

5.8 億円

16.0 億円

12.3 億円

8.6 億円

施設費割合 

88%

89%

92%

92%

事業費割合

12%

11%

8%

8%

【広域圏別 1人当たり予算の傾向】

事業費

事業費割合

文化芸術事業費
12%

文化芸術事業費
11%

事業形態

社会的価値に資する文化芸術事業

考察

まとめ

文化予算状況

文化芸術事業

【県北広域圏】 【県央広域圏】

【県南広域圏】 【沿岸広域圏】

広域圏別集計結果

MA,n＝30 MA,n＝29

MA,n＝37 MA,n＝36

MA,n＝6 MA,n＝6

MA,n＝7 MA,n＝8

文化芸術事業費
8%

文化芸術事業費
8%

77％（23事業）

13％(4事業)
10％(3事業)

79％(23事業)

17％(5事業)
3％(1事業)

54％(20事業)

27％(10事業)
19％(7事業)

72％(26事業)

19％(70事業)
8％(3事業)

88%
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沿岸広域圏
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75%【県北広域圏】
社会的価値事業 取組有 （8市町村中6市町村） 88%社会的価値事業 取組有 （8市町村中6市町村）

【県南広域圏】

【県央広域圏】

88%社会的価値事業 取組有 （8市町7市町） 89%社会的価値事業 取組有 （9市町村8市町村）
【沿岸広域圏】
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現状、国の文化芸術基本法や関連法令・計画と整合
する市町村独自の条例・計画の整備は限定的であ
る。人口減少に伴う財政・人員の縮小が進むなか、文
化施策を単なる「消費的な行政サービス」としてで
はなく、地域社会の持続可能性を高める投資として
位置づけ直す視点が重要である。一方で、限られた
予算のもと単独の市町村が文化政策・計画を策定
し、施設・事業の最適化を図ることには相応の負担
が伴う。
これらを踏まえ、①広域圏での文化政策に関する計
画策定を進めるとともに、②市町村を横断した施設
配置・運営および事業のバランス最適化を図り、③
行政等が実務の多くを抱え込む直営モデルから、多

前項の主たる提言は、体制整備や合意形成を要する
ため、実装までに一定の時間を要する。そこで、文化
政策のパラダイムシフトを円滑に進めるための土
壌づくりとして、スモールスタートが可能な地域型
アーティスト・イン・レジデンス(AIR)事業の導入を
提案する。AIRは、鑑賞・普及・育成・創造の事業バラ
ンスを整えながら、文化的価値・社会的価値・経済的
価値を地域の中で育てていくための有効な選択肢

県北広域圏

条例・計画はなく、総予算額は最少です。人口も最少ですが、一人当
たり文化予算は高く、特に文化施設経費は全国平均を大きく上回って
います。事業は鑑賞型が中心で、社会的価値につながる事業に取り組
む自治体は最も少ない状況です。一方、取組を行う自治体では、教育
を核に子育て、まちづくり、観光、福祉、多文化、産業まで幅広い接続
がみられ、圏域内で自治体間の差がうかがえます。

予算と人口の相関

人口規模と予算規模には相関があるが、一人当たり予算で見ると人
口の少ない地域ほど施設維持コスト等の負担感（税負担）が高くなる
傾向にある。

県央広域圏

条例は八幡平市、計画は盛岡市にあります。総予算額は最大で、人口
も最多ですが、一人当たり文化予算は県内平均並みです。施設集積
を背景として、事業は鑑賞型が中心である一方、創造型事業は全地域
の中で最も少ない状況です。社会的価値につながる事業は教育・観
光に厚いものの、福祉・多文化・移住等への波及は限定的であり、事
業内容の更新性が高いとはいえない状況がうかがえます。

県南広域圏

沿岸広域圏

条例・計画があるのはいずれも北上市のみです。総予算額と人口はと
もに2番目に大きい一方で、一人当たり文化予算は最も低くなってい
ます。事業は鑑賞、普及・育成、創造のバランスが取れている一方、社
会的価値につながる事業は教育・まちづくり・高齢者福祉に限られて
います。また、多様な担い手の参画も少なく、社会的波及は限定的で
あることがうかがえます。

条例・計画はなく、総予算額・人口ともに2番目に小さい一方で、一人
当たり文化予算は2番目に高くなっています。事業は鑑賞中心です
が、普及・育成、創造の事業も行われています。社会的価値につなが
る事業は、教育に加え、子育てや多文化など生活領域との接続がみら
れる一方で、産業・移住・安心安全など将来像との接続は弱く、NPOや
企業、地域づくり団体との接点も限定的です。

様な領域に関わる複数の運営主体が連携する共創
型へ移行し、④文化的価値と社会的価値の双方に寄
与する事業を実施・推進することを提言する。
なお、研究会等では実装上のボトルネックとして、
連携時の事務局体制や事業運営に必要な人的バッ
ファが既存団体に不足していることが挙げられる。
各主体が通常業務で手一杯であるため、誰も「主た
る事務局」を引き受けたがらず、連携調整や実務が
宙に浮いて進展しにくい状況が生じている。このた
め、多様な担い手の参画を進める前提として、⑤課
題対応と調整を継続的に担う中核的な実務組織（共
同事務局等）を整備する必要がある。

となり得る。地域のAIR事業は、行政や公立文化施
設に限らず、地域団体、教育機関、医療福祉団体、伝
統産業に関わる企業など、多様な主体が担い得る。
滞在や創作を通じて生まれた活動、作品、関係性が、
次年度の事業や他分野の取組と接続することで、新
たな文化や地域づくりの担い手を掘り起こすとと
もに、交流人口・関係人口の拡大を通じて、地域の活
力向上が期待される。

□
　
□

□

□
□

市町村をまたぐ施設管理・運営の最適化（住民料金の相互適用等）も、検討の余地があるのではないか。
条例・計画の整備に先行して、文化と地域を育む「循環」を生む事業から試行することも考えられる。

文化的共通性のある近隣市町村と連携し、文化祭・芸能祭等を共同開催する可能性もある。その際、事務局負担が偏らない運営設計が
求められる。

文化施設がない自治体では単独での実施が難しい場合があるため、中核的な公立文化施設と連携し、複数市町村にまたがる事業展開
を検討できるのではないか。

産業祭等と文化祭・芸能祭を同時開催とすることで、文化の普及と地域活性化を併せて図る余地がある。
文化団体の高齢化を踏まえ、NPOや地域づくり団体等の運営力を活かすことも選択肢となり得る。

VOICE ～市町村ヒアリング・研究会から～

AIR事業がもたらす価値の循環

文化芸術の
本質的価値

社会的価値
地域づくり・
福祉・教育

経済的価値
観光・産業振興

交流・関係人口
地域外との接点拡大

更
な
る
参
画

地
域
へ
の
還
元
・
循
環

具体的なAIR事業導入のポイントを次ページより記載する。

地域別分析 提
言
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化
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対等なパートナーシップの構築
POINT
1

地域におけるAIRは、文化芸術の本質的価値を尊重しつつ、教育・福祉・観光・移住・定住といった多角的な社会的価値
を地域にもたらす枠組みです。単なる「芸術家支援」にとどまらず、地域資源の再発見やコミュニティの活性化を促す
契機として位置づけられます。

滞在地の歴史や暮らしに深く関わるアーティストと、それを受け入れる地域側が、対話を重ねなが
ら対等な関係を築くことが大切。一方に過度な負担が偏る形式的な招聘ではなく、双方向の交流を
重視する。

「余白」を活かした柔軟な事業設計
POINT
2 AIRの成果は、あらかじめ固定的に定めるよりも、多様な価値が生まれる「余白」を残す設計が望ま

しい。当初の計画の柔軟さが、結果として地域の実情に即した独自の価値創出につながる。

地域の再編集の機会
POINT
3

アーティストを通じて、日常の営みを再解釈し、地域の魅力を再編集していく。そのプロセスその
ものを本質的な価値として捉える。地域とアーティストが共に変容していく機会を創出すること
で、AIRの可能性を最大限に引き出すことが期待される。

実施・条件フェーズ

体制・展開フェーズ

企画・準備フェーズ

目的 募集

AIRの主催者は、自治体・公立文化施設に限らず、民間団体、企業、教育
機関、医療・福祉機関など多様である。各主体は自らのミッションに即し
て主目的を明確にしつつ、創作過程を地域にひらくことで生じうる波及
効果（教育・福祉・観光・産業・移住・定住・コミュニティ活性化等）も視野
に入れ、無理のない段階設計で目的を定める。

創作場所、宿泊、交通、滞在制作費、地域リ
サーチのアテンドやコーディネートなどのメ
ニューから、提供可能な範囲を設定し、公募ま
たは非公募の条件とする。

合意した条件を踏まえ、滞在制作・リサーチ・
サバティカル等を行う。地域AIRでは、地域と
の交流が期待される場合が多く、WSや発表等
が含まれる場合は、地域課題への取組に参加
する場合もある。

岩手県での実施においては、民俗芸能や自然
環境の豊かさなど、文化的資源を訴求要素と
して組み込むことは有効である。

また、記録・公開・権利（著作、写真、配信／二次
利用、クレジット表記）、安全配慮、保険（傷害／
賠償）、個人情報については、開始前に基本的
な合意を行う。

条件に応じてスタッフを配置する。
芸術領域の専門家等がいれば望
ましいが、それ以上に、地域型AIR
では地域の専門家として伴走する
コーディネーター体制が適してい
る場面が多い。自治体が実施する
場合は公立文化施設が文化面の
専門性を担うことがあり、地域の
担い手としては地域おこし協力隊
やまちづくり関係者が役割を担う
場合もある。

地域型AIRは、「お互いさま」の関
係づくりが継続性に寄与する。負
担が一方に偏らないよう配慮し、
めざす方向、できること・できない
こと、安全の基本を共有する。必要
最小限のルールで担保しつつ、信
頼と対話を主軸に、合意を一度に
固めすぎず、段階的に育てていく。

終了後、アーティストが地域と継続
的なつながりをもち、新たな関係
人口につながる場合や、滞在中に
制作した作品が他地域で上演さ
れ、滞在地域の文化的なDNAが広
がっていくこともある。そうした波
及の「波」を丁寧に捉え、次の事業
化へとつなげていくことも視野に
入れる。

創作支援や地域交流等の視点から、
募集要項を定め、募集・選考を行う。

期待する目的・テーマ・活動を念頭に
個別招聘する。

条件

ア
ー
テ
ィ
ス
ト
・
イ
ン
・
レ
ジ
デ
ン
ス（
岩
手
県
版
）

アーティストが地域に入り、住民と出会うことで、
予定調和ではない「化学反応」が生まれる。

〈公募型〉

● 主催者側 ● アーティスト側

● ポイント ● 留意点

● 留意点 ● 関係資本の構築 ● フォローアップ

〈非公募型〉

ここをチェック！

基本的なスキーム1 2

AIRを起点に、教育文化課とまちづくり推進課の地域
おこし協力隊が、各施設の取組を拡充。

山形県大石田町（P14-15参照）

「お互い様」の関係づくりから生まれる、地場産業の担
い手確保と伝統産業の魅力発信。

高知県いの町（P18-19参照）

上限付き10/10助成と採択後の伴走支援により、地域
づくり団体や民間企業等の参画を促進。

宮城県（P21参照）

福祉施設内にアーティストの滞在・活動拠点を設け、
福祉の取組をアップデート。

埼玉県東松山市（P16-17参照）

滞在制作の蓄積が、地域内外の関係に変化をもたら
し、地域の新たな価値と関係人口を育む。

城崎（P20参照）

AIRを入口に、地域の担い手を掘り起こし、官民の協
働基盤を育み、多様な領域と接続する。

長野県（P22-23参照）

基本的な考え方1

事
業
導
入
の
ポ
イ
ン
ト
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AIRは、文化にとどまらず幅広い政策領域と接続しうるものであり、地域における新たな文化政策の可能性を開く施
策となり得ます。

多様な領域や主体が関わるプログラムは、地域の魅力や課題と結び
つきながら、新たな価値の創出を通じて、持続可能な地域社会の形
成に寄与します。

地域外の視点をもつアーティストが滞在することで、見慣れた風景や
地域資源に新たな意味が見いだされ、その潜在的価値が顕在化する
契機となります。

制作のプロセスに住民が関わることは、地域への愛着や誇りを育み、
共に地域を形づくる「共創的なまちづくり」を促します。

自治体の役割は、事業の内容やフェーズに応じて、「主催」「伴走」「支援」が混在し、あるいは段階的に移行する場合
があります。状況の変化に応じて柔軟に役割を切り替えられる、弾力的な体制をあらかじめ構築しておくことが大切です。

主催者として関わる

Role
1

自治体自らが実施主体となる。文化部局に限らず、地域づくり・観光・移住・定住・広報・教育・福祉
など、他部局が主務となる場合もある。体制は直営・指定管理・委託などから選択し、地域の公立文
化施設や民間の担い手の強みを生かしながら、共同実施等も組み合わせて運用する。

伴走者として関わる

Role
2

すでに地域に活動の担い手が存在する場合、自治体はコーディネーターとして伴走し、事業状況の
把握や関係構築などの調整を担う。具体的には、行政による情報発信やPR協力、公立施設の提供・
紹介などを行い、担い手側の調整負担の軽減に努める。さらに必要に応じて、文化・教育・福祉・産
業・観光といった関連施策との接点を見出し、外部との連携を創出することで、地域への波及効果
が循環（還流）する仕組みづくりまで含めた伴走支援を行う。

支援者として関わる

Role
3

地域の成熟度に応じた多角的な支援を展開する。すでに担い手が存在する地域では「継続・発展」
を、担い手が不足している地域では「発掘・育成」を視野に入れ、資金・場所・人材・制度の面から包
括的に下支えする。AIRは短期的な収益化が難しいため、地域の実情に即した柔軟な運用や支援
（例：上限付きの定額補助（10/10）等）を検討し、事業採択後は、審査側から対等に並走する「伴走
者」へと関係性を移行させることが望ましい。

共創的なまちづくり

潜在的価値の顕在化

持続可能な
地域社会への接続

1970 年代から作品制作型AIR 事業のスタート

現在の取り組み概況

2010 年代から地域交流型AIR 事業がスタート

AIR をどう評価するか ― 変化の兆しを捉える ―

岩手県内のアーティスト・イン・レジデンス（AIR）のこれまで

自治体としての導入意義

自治体の役割

コラム｜column

岩手の事例から見えてくるもの文化政策では近年、EBPM（Evidence Based Policy Making）
に基づく評価の導入が進み、「文化的価値」「社会的価値」「経済
的価値」などの側面から文化事業を把握する枠組みが広がっ
ている。文化活動の実績（アウトプット）に加え、地域社会の変
化に関するアウトカムや波及効果をいかに位置づけるかも重
要な論点となっている。
一方で、複雑で多層的な社会や人間の営みを指標や数値に
よって評価する方法は、現実の一部を切り取り、社会の中で扱
いうる形に整理する作業でもある。芸術活動は、その背後にあ
る文脈を可視化する営みであり、文脈を単純化して評価する
手法とのあいだには構造的な緊張関係が生じる。
また、評価の精緻化は現場の負担を増大させ、価値の創出を損
なう可能性もある。したがって文化政策における評価には、ど
こまでを評価の対象とし、どこからを社会的信頼に委ねるの
か、その均衡（バランス）を見極める視点が求められる。

地域でAIRを評価する際には、「新しい人が関わる余地」や「地
域の場や関係の変化」に着目する必要がある。地域コミュニ
ティを支える郷土芸能団体と現代アーティストの交流の継
続、住民の記憶の戯曲化、文学作品の演劇化を通じた学校教育
との接続など、AIRの成果は多様な形で現れている。
地域で制作された作品が首都圏や他地域で上演されること
も、岩手に受け継がれてきた文化的DNAを外部へ、さらには世
界へと伝える契機となっている。

AIRの成果が単年度の実績として完結するのではなく、その後
に続く関係や活動の広がりのなかで現れる。単年度評価にお
いても、中長期的な変化の「兆し」を捉える視点が重要となる。

岩手県のAIRの概況を歴史の流れの中で捉え直すと、近代以
前には「AIR」という言葉こそなかったものの、その原型とも
いえる営みは確かに存在していた。山々に囲まれ、交通の便
が決して良いとはいえない地域条件のもとで、芸能者や旅の
表現者が集落に滞在し、技や芸を伝えていく̶̶そうした往
来と滞在の積み重ねが、この土地の文化の基層を形づくって
きた。現在まで続く豊かな民俗芸能もまた、外からもたらさ
れる要素と、閉ざされがちな地域性の中での熟成とが交わり
ながら、今日まで連綿と受け継がれている。岩手における「滞
在」は、作品制作のための時間であると同時に、関係を編み直
し、地域の日常へ入り込むための方法でもあった。

現代における岩手県のAIR事業の始まりの一つは、「岩手町国
際石彫シンポジウム（1973年から2003年）」である。毎年、世界
各国の彫刻家を招聘し、岩手町での滞在制作と作品設置が行
われた。滞在を契機に創作が行われ、地域側もそれを支え
る̶̶この構図は、のちのAIRの展開を理解するうえで重要
な前史となっている。

2011年の東日本大震災以降、岩手県内のAIRの多くは沿岸部を
主な舞台として展開された。陸前高田市では現代美術家やデ
ザイナー等を中心に滞在が進み、沿岸各地では民俗芸能を「習
う」ことを軸に、実演家が地域に入り一定期間を過ごす取組が
広がっていった。復興支援という文脈のなかで、AIRは単なる
創作支援にとどまらず、地域課題への関与や住民との関係づく
りを重視する方向へと舵を切っていく。ここには、AIR事業そ
のもののパラダイムシフトが見て取れる。
復興支援としてのAIRは、文化庁や国際交流基金アジアセン
ター等の支援を受けながら、NPOや民間団体等が中心となっ
て運営されてきた。大都市圏の専門家の知見も取り込みつつ
進められたこうした取組は、やがて地域側にも運営ノウハウと
して蓄積されていく。近年では、復興支援が段階的に終了して
いく流れに歩調を合わせ、沿岸の自治体や文化施設、民間団体
が主体となり、コミュニティの活性化、移住・定住、教育施策な
どと連動させながら、各地での実装へと移行しつつある。

【沿岸地域】陸前高田市では、アート分野を中心に、陸前高田
アーティスト・イン・レジデンス（任意団体）が行う旧横田小学
校校舎を活用したAIRや、NPO法人高田暮舎と古本屋山猫堂が
連携し、アーティストによる空き家や古物等の利活用及び地域
住民の自然発生的な関係創出を目指すAIRを実施している。宮
古市では、舞台芸術分野を中心に宮古市民文化会館（公立文化施
設）が、地域交流を条件とした公募プログラムと、創作を前提とし

た非公募プログラムを展開している。また、岩手県沿岸広域振興
局（県・広域行政）は、市町村と連携し、郷土芸能団体との交流を
前提としたAIR事業を実施している。
【県南地域】一関市では、京屋染物店（株式会社）の古民家を改装し
た複合ショップ「縁日」を拠点に里山でのAIRに取り組み、西和賀
町では、ギンガク（一般社団法人）が公立文化施設「銀河ホール」や
温泉組合と連携した合宿等の滞在制作型事業を実施している。
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大石田町町民交流センター虹のプラザ 外観

大石田駅前にぎわい拠点施設 KOE no KURA 外観 AIR滞在アーティストによる音楽ライブイベントのようす

地域
AIR事例紹介

山形県
CASE STUDY

もっとも大きな特徴は、課を越えた地域おこし協力隊の枠組みの中で
実施されている点にある。自治体の事業の範囲内で実施される一方
で、協力隊が潤滑剤として機能することにより、各課の相互理解や協
力体制が自然に形成されている。協力隊員の活動費がAIR事業の主
な財源となるため、隊員の裁量により他の隊員の企画に参画するな
ど、予算の活用においても課を越えた連携が図られている。
さらに、協力隊員が多様なジャンルのパフォーマーであることにより、
質の高い事業運営が実現している。滞在アーティストは公募・非公募
の双方で受け入れているが、広報においては協力隊員の人脈を生か
すことができ、応募者からの信頼も得やすい。また、協力隊員自身が
創作者・出演者として共同創作に関わることが可能である点も、応募
者にとっての魅力となっている。一方で、自治体にとっては、協力隊員
が出演可能であることにより、イベントの質や実施の確実性が担保さ
れる点が利点である。なお、内輪的な構成とならないよう、滞在アー
ティストの選定は協力隊員と役場職員が連携して行っている。
また、協力隊員はパフォーマーとしての専門性を生かし、業務外にお
いても地域の文化活動に関わっている。地元劇団等に所属するほか、
イベント時には所属団体の一員として参加するなど、地域住民ととも
に町の文化を育む存在となっている。
リピーターとなるAIR滞在者も数名おり、継続的に大石田町に関わる
アーティストが存在する。彼らにとっては、劇場利用やテクニカルス
タッフの支援、事業担当者や地域住民との密接な関係性に加え、金銭
的負担を抑えながら都市部では困難であった創作に集中できる点が
利点となっている。同一アーティストの継続的な滞在は、地域に根差し
た作品創出や創作の質の向上につながるとともに、地域住民の視点
に新たな気づきをもたらしている。
さらに、AIRを核として、滞在アーティストや近隣地域のアーティストに

〈特徴〉
よる温泉でのコンサートや「大石田どきどきダンスフェスティバル」、鑑
賞マナーのない音楽会などが継続的に実施されている。これにより、
町の情報発信機能も強化され、「大石田＝アーティストが集まる町」と
いうイメージの形成にも寄与している。
2025年からは大橋氏が地域プロジェクトマネージャーに就任し、これ
までの活動を基盤として、AIR事業に加え、アウトリーチ、ダンスクラブ
の設立、AIR公演を含めたホールにおける実施事業のアーカイブ、「友
の会」の設置などを展開している。2025年11月からはアウトリーチの
ための「虹のプラザ登録アーティスト制度」も開始した。AIR事業を中
核に据え、地域と芸術活動の双方への波及効果を高めるとともに、「大
石田AIR村」ともいえる文化的・経済的な循環圏の形成を目指している。

〈まとめ〉
協力隊が地域とアーティストをつなぐ媒介として機能し、関係人口の
増加やイベント数の拡充、ホール事業の充実が図られてきた。一方で、
人口減少の進行や地域おこし協力隊の任期といった制約の中で、取
組の仕組化が今後の課題となっている。今後は3年をめどに、劇場を
拠点とした小中高校生の活動の受け皿づくりや、学びや生きがいの場
として上質な企画を求める層の創出に注力していく。虹のプラザの役
割を拡張し、同施設及び大石田町を北村山地域における文化芸術の
中核的な拠点として位置づけ、人口減少下においても地域の文化的
基盤を広域的に支えるあり方ついては、大橋氏が提唱する虹のプラ
ザ文化圏（大石田町にある虹のプラザを中心に半径車で30分ほどの
地域をまるごと一つの地域として考え、文化芸術を届け虹のプラザの
機能を共有し、地域住民の文化生活の質の向上をめざす構想）にお
いて構想されている。今後は、これまでの成果を自治体全体で共有し、
施策として持続的に展開していく段階にある。

〈背景〉
大石田町は人口約5,800人。2021年にスポーツ分野の人材として初
めて地域おこし協力隊を募集し、採用されたダンサーの大橋氏が、隊
員としての活動費を活用し、劇場の事業としてAIRを開始した。2023
年には、にぎわい創出を目的とした拠点施設においても地域おこし協
力隊によるAIR事業が開始され、2025年末時点では5名の隊員のうち
3名が活動している。

〈仕組み〉
AIR事業の運営は、教育文化課が管理する「大石田町町民交流セン
ター虹のプラザ」と、みらい共創戦略課が管理する「大石田駅前にぎ
わい拠点施設 KOE no KURA（こえのくら）」を拠点として共同で行わ
れている。教育文化課は劇場の新たな文化事業としてAIR事業を導入
し、みらい共創戦略課は遊休施設の利活用や町のにぎわい創出など、
地域活性の観点から取り組んでいる。
予算は施設予算や地域おこし協力隊の活動費等を充当している。滞
在時のアテンドや活動は、協力隊の業務時間を基本として実施してい
る。イベント開催にあたっては、地域おこし協力隊以外の職員とともに
進めている。また、地元住民の協力も大きく、宿泊支援として3軒の民
家が協力体制にあるほか、出演、集客、仕出し、運営ボランティアとして

も参画している。
滞在するアーティストには、ワーク・イン・プログレス（試演会）の実
施を条件としている。月あたり1～2組が滞在しているため、毎月何ら
かのイベントが実施されている。多い年には、滞在制作による試演会
や複数のアーティストによるコンサート等を含め、年間25回以上の
イベントを実施し、約25名40組ほどの地域内外のアーティストが参
画した。会場は劇場に限らず、温泉、酒蔵、古民家、寺院など町内の多
様な場所が活用されている。2024年には年間観客数は延べ約1,800
人、リサーチやワークショップを含めると約2,000人にのぼった。
ホール事業単体ではAIR事業による公演1回あたり平均80名ほど、ダ
ンスフェスティバルなど市民参加型の場合は200～250名ほどの集客
実績であることから、町内各所を多くのアーティストが活用するこ
とで、着実な人の流れが生まれている。
また、「町の時報」をオリジナル楽曲に置き換える試みや、海外ダンス
カンパニーとの協働公演、住民参加型の舞台制作など、多様なプログ
ラムが展開されている。「町の時報」は、イベント期間終了後も継続し
て使用され、現在に至るまで定着している。AIR事業を契機として町
が動き、地域に新たな文化が生まれた事例である。

地域活性
事業

教育文化課

公演制作 イベント運営

共同協働

活動場所
謝金

共同協働

活動場所
謝金

にぎわい創出・
施設利用活用促進文化芸術普及促進

鑑賞・利用

宿泊受入謝金

みらい共創戦略課（当時:まちづくり推進課）

「虹のプラザ」
（複合施設/劇場・音楽堂）

「KOE no KURA」
（大石田駅前賑わい拠点施設）

直営：生涯学習グループ
職員：町職員
（地域プロジェクトマネージャー１名配置）

職員：町職員
（地域おこし協力隊 4名配置）

鑑賞・利用

会場

利用 情報発信
移住定住
相談窓口

参加・出演

ブランドPR

地域の施設等

・温泉施設
・駅前広場
・廃校
・他遊休施設 etc

地域住民

大石田町

観光客など

【新規事業】町全体を活用した
フェスティバル等の開催

公演・コンサート・展示・WS等

年間滞在者：約10組（2025）
（公募2組/非公募8組）
滞在期間：延べ60日程度

アーティスト
AIR事業

宿泊（3軒）の提供
●出演、集客協力
●仕出しボランティア
●運営ボランティア

参加・鑑賞・利用

ホール
公演事業

〈全体図〉

大石田町の「教育文化課」及び「みらい共創戦略課（当時：まちづくり推進課）」が所管する各施設に配置された地域
おこし協力隊員が連携し、文化及びまちづくりの政策領域にまたがって実施するAIR事業である。公立文化施設事業
の活性化に加え、温泉施設や遊休施設の利活用の促進が図られており、交流人口及び関係人口の拡大を含め、町文
化のアップサイクルにも寄与している。

〈主催〉大石田町
〈地域〉山形県大石田町
〈事業名〉大石田AIR
〈施設情報〉大石田町町民交流センター 虹のプラザ、
大石田駅前にぎわい拠点施設 KOE no KURA

アーティスト兼地域おこし協力隊による地域活性の事例
大石田 AIR
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「デイサービス楽らく」外観

滞在アーティスト・アサダワタル氏（右）による施設内でのワークショップ。
楽曲を作成し、利用者と近所の小学生とで歌の収録をおこなった。

アーティスト滞在中の 1日のイメージ

埼玉県

地域
AIR事例紹介

CASE STUDY

高齢者福祉施設

通所介護サービス文化プロジェクト
クロスプレイ東松山

「デイサービス楽らく」

●メディア
●福祉関係者
●教育関係者

地域住民 利用者及びその家族等
地域の文化施設

首都圏の顧客層

学校等

共同主催 施設所有 運営

各種文化芸術プログラム
（アウトプット）

鑑賞

共演・公演

WS・アウトリーチ リサーチ
・交流

創作や
講師等で参画

プロデュース

年間滞在者：5組6人(2024-5)
 （公募3組3人/非公募2組3人）
滞在期間：延べ50日

アーティスト
(滞在プログラム)AIR事業

交流・共創

施設利用者 (高齢者 )

職員

企画チーム

コーディネーター
チーム

情報提供 取材・視察

施設利用
付加価値のある
利用サービスを提供

医療法人保順会一般社団法人ベンチ

施設内に活動及び宿泊部屋

兼務職員

連携

〈全体図〉

〈背景〉
東松山市は人口9万人、施設は東京都内から約1時間半、最寄りの東
武鉄道・森林公園駅から徒歩30分に位置し、周囲は畑も多く静かな場
所だ。施設近隣には民間文化施設として「原爆の図丸木美術館」が存
在する。市の文化関係は生涯学習課が担当。ホール（市民文化セン
ター）を有している。

〈仕組み〉
保順会は医療法人として医院や通所介護サービス、居宅介護支援事
業の運営を行いながら、収益の約1%をもとにした文化事業としてプロ
ジェクトを実施している。ベンチは主に人的資源を提供し、企画・コー
ディネート・資金調達（ファンドレイズや助成金申請）などAIR事業の
運営を担っているが、施設側でAIRの担当職員を配置することが難し
いことを踏まえ、ベンチのスタッフが施設にて利用者の送迎（週2回程
度）にも携わるなど、AIR以外でも業務を連携することで、施設職員間
とのコミュニケーションや合意形成の下地作りに寄与している。
特筆すべき人材配置として、施設長がプロジェクトの企画メンバーを
兼務していることと、企画チームとは別にコーディネーターチームを組
織し、施設側とアーティストの橋渡しをおこなっていることがある。コー
ディネーターの誰か一人が毎日アーティストと共に活動し、アーティス
トの活動のサポートや利用者へのフォロー、施設職員との小まめな連
絡調整などを行うことで、利用者や職員とのコミュニケーションの行き
違いを減らし、アーティストがリサーチや創作に安心して取り組める環
境を作っている。当初は設置されていなかった役割だが、外に開かれ
るアートプロジェクトの特性と、利用者個々の心理的安全性やプライ
バシーを重要視したい福祉サービスの方向性が時には相容れないこ
ともある。連携（医療法人、一般社団法人、施設職員）を実施していく
なかで、両者を調整するコーディネーターの必要性を実感し、アートに
も福祉にも精通する人材によるコーディネーターチームを設けた。こ
れにより、施設職員が通常業務に集中しやすい状況を作っている。
滞在アーティストの分野はダンス・演劇・美術・音楽など様々で、各組
約2～3週間程度滞在し、地域のリサーチや、デイサービスのレクリ

エーションに参加するなど利用者とのコミュニケーションを行う。公募
の場合はアウトプットを求めないためギャランティーや材料費は原則
支給しておらず、滞在者によって過ごし方はまったく異なるが、施設の
レクリエーションの時間にワークショップを実施するなどなにかしらの
発表をおこなうことが多い。非公募の場合は作品制作等のアウトプッ
トを依頼しており、制作費やギャランティーを支給する。アウトプットと
しては高齢者施設内でのワークショップや作品発表のほか、市内の文
化施設・教育施設等と連携し、ホールでの公演、ギャラリーでの展示、
小学校でのアウトリーチなども行い、利用者や職員が参加することも
ある。市内・県内のみならず、東京を中心とする県外からも一定の観
客がおり、福祉×アートの取り組みとしてメディアに掲載されることも
あるため、地域住人以外でも興味を持つ人口を増やしている。

〈特徴〉
全国の福祉施設では様々なアートワークショップが実施されている
が、クロスプレイ東松山では、単発のワークショップでは一時的な盛り
上がりに留まると考え、日常的なアーティストの存在を重視している。
利用者はレクリエーション以外の創造の時間がうまれ、アーティストは
利用者を通してケアの外部的視点を発見することもある。利用者に
とっては、リサーチを通してアーティストという新たな外部との交流が
うまれたり、高齢の利用者個人の人生を作品という形にすることで人
生を振り返ったり再発見するきっかけや刺激になることも。また、施設
周辺へのリサーチによって、地域の記憶が掘り起こされたこともあっ
た。そういった相互の交流が偶発的に起こるために、アーティストと利
用者が「提供する人・される人」という関係性にとどまらず、よりフラッ
トな関係を目指し、日常の中にアートが溶け込む運営を志向している。
活動の認知度や理解の仕方は利用者により様々だが、若いアーティス
トの滞在を楽しみ、施設の特徴として肯定的に捉えている利用者も一
定いる。
ファンドレイジングとしては、文化庁、自治体（県・市）、民間財団の助成
金等を活用している。

滞在アーティストの時間の流れ

〈まとめ〉
福祉という日常にアートという非日常がゆるやかにクロスする場は、
高齢化社会における生き方や、地域のあり方を考える取り組みといえ
る。多くの福祉現場では「介護する人／される人」「中の人／外の人」
など明確な線引きを設けることによってサービスとして成立している
が、そこにアーティストが滞在者という形で入ることで、固定化した枠
組みがほぐれていくことがある。またアーティストが表現を通じて「老
い」というものを受け入れ肯定することは、高齢社会のイメージを更新
していく力を秘めている。だからこそ単発のワークショップではなく、
デイサービスとしての日常的なプログラムにアーティストがゆるやか
に寄り添うAIRという形に意義を見出している。
この異なる分野が共存する場として、兼務する企画メンバーやコー
ディネーターチームの設置が非常に有効である。福祉的視点でAIRの
意義や高齢者に及ぼす影響を評価し、地域福祉の推進体制に組み入
れる仕組みも検討している。しかしコストや人材確保の課題があり実
行できていない。本事業のような医療・福祉施設におけるAIRは、これ
までに全国でも診療所（ほっちのロッヂ）や精神科病院（大内病院）な
ど複数の例がある。しかし基本的に運営は民間主導でおこなわれて
いるため、継続が課題のひとつだ。高齢化が進むなか、施設の在り方
や、利用者の充実のためにAIRはひとつの形として提案できるが、そ
の実施や継続には今後、行政とどれだけ連携できるかが大きい。

開始までの
待ち時間

昼食
昼休み

おやつ
帰りの会

送迎までの
待ち時間レクリエーション朝の会

レクリエーション

利用者と
談話

作品制作の
様子を公開 休憩 外出して

地域リサーチ
レクリエーション
参加

別室で
作品制作

デイサービス利用者の時間の流れ

芸術に関わるマネージャーが運営する一般社団法人ベンチと、医療法人社団保順会とが共同主催し、保順会が運営
するデイサービスでのAIRを実施している。アーティストが滞在・宿泊するスペースは施設に併設され、別空間ではあ
るものの施設利用者が過ごす共有スペースへの出入りも自由なため自然と交流がうまれ、ゆるやかに共存し、対等な
立場で相互に影響しあう。ケアとアートがクロスすることで、地域を考える新たな視点や発見が生まれている。

〈主催〉医療法人社団保順会、一般社団法人 ベンチ
〈地域〉埼玉県東松山市
〈事業名〉クロスプレイ東松山
〈施設情報〉高齢者福祉施設「デイサービス楽らく」

高齢者施設と協働する複数主体連携AIRの事例
クロスプレイ東松山
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和紙の原材料・楮（こうぞ）の伐採

和紙の原材料・楮の皮の蒸し剥ぎのようす（農家さん宅にて）

滞在施設のリビングにて活動について話すアーティスト

高知県
CASE STUDY

地域
AIR事例紹介

国産の土佐和紙メーカーである鹿敷製紙株式会社と、土佐和紙の魅力を舞台芸術を通して伝える任意団体Washi＋
が協働で運営。ボランティア制度「WWOOF（ウーフ／World Wide Opportunities on Organic Farms）」を利用し、
主に日本の伝統産業に興味のある国内外のアーティストをはじめとする多様な人々が施設に滞在。和紙の製造に従
事しながら、原料の収穫からリサーチ、滞在制作までを一体的に行っており、彼らの存在により高齢化で担い手が不足
する和紙産業を維持している。

Washi＋ 鹿敷製紙株式会社

和
紙
原
料
農
家

＋
地
域
団
体

ウーフ事業

宿泊・食事・食材（労働に応じ提供）

リノベーション物件・自宅・空き家

広報・運営（プロデュース・資金調達）
地域住民

取材

製紙工場
農地

（楮、三椏）

管理

原材料

労働力・リサーチ

労働力・文化体験

スペース・原料など提供

地域の文化施設・民間企業 等

紙の博物館
首都劇場等国内外の

マーケット 高知県立美術館

学校や地域の祭 等

提携公演

和紙文化発信イベント

展示・WS

鑑賞
観光

公演 授業・WS

年間滞在者：21組27人
（公募10人/非公募17人）
滞在期間：延べ702日

年間滞在者：約28組37人
滞在期間：延べ585日

アーティスト

WWOOFER

AIR事業

Washi＋Performing Arts?
Project

メディア

窓口
担当者

土佐和紙文化発信

農地管理・農作業委託等WWOOF

〈全体図〉

〈背景〉
いの町は高知駅の中心から車で30分ほどにあり、かつて合併前は町
全体が土佐和紙の生産で成り立ち、町営の紙の博物館をはじめ関連
施設が複数ある「伝統和紙のまち」である。しかし近年は少子高齢化
の影響で担い手がおらず、原料農家は栽培が困難となり、このままで
は紙の原料が確保できないという課題に直面していた。そのため
2018年頃から鹿敷製紙が農家から農地を譲り受けて原材料を管理
し、自ら栽培や収穫を行っている。
しかし原材料を収穫するためには人手が必要で、同時期から
WWOOFを導入した。WWOOFとはお金のやりとりなしに「食事や宿
泊場所」と「力や知識・経験」とを交換するシステムで、この農泊の仕
組みを通じて、国内外から原料生産に関わるボランティアを受け入れ
ている。参加者にはアーティストも多くAIR事業として実施をスタート。
しかし、コロナ禍で海外からの受け入れが困難となったことをきっかけ
に、文化庁の支援を受け日本国内を対象としたAIR事業も力を入れる
ことにした。AIR参加アーティストは滞在中、リサーチや創作を行いな
がら原料収穫などの和紙作りに携わる。

〈仕組み〉
Washi＋は和紙の原材料の収穫などの担い手確保としてボランティア
制度「WWOOF」と「AIR事業」を併用しており、滞在施設には
WWOOFER（ウーファー／WWOOFを利用するボランティア）とAIR
アーティストが共に宿泊している。また、広く公募するWWOOFとAIR
以外に、Washi＋が実施するアートプロジェクト「Washi＋Performing 
Arts? Project」の参加アーティストが同時期に宿泊し、和紙作りやリ
サーチ・創作を共にすることもある。こちらも別事業としてアーティス
ト・イン・レジデンスの形態をとっており、ワークショップや公演実施の
際には、AIR事業やWWOOFによる滞在者が手伝うこともある。
滞在者の受け入れや生活面のサポートなど、人的な運営を担っている
のがWashi＋である。そして、滞在者に鹿敷製紙の管理する畑の手伝
いをしてもらう代わりに食事を提供し、リサーチやアート制作のための
原材料を提供する。Washi＋と鹿敷製紙の両方を担当する窓口を設
置することで、両者が連携して滞在者を受け入れ、運営している。
AIR事業についてはすべてWashi＋が担当しており、アーティストが希
望すれば原材料農家や職人へのリサーチ・創作・ワークショップ実施

紙に関するダンス作品が、高知県内の文化施設での公演を経て、東京の
公立劇場で上演された例もある。東京公演には、共に滞在したアーティ
ストやWWOOF参加者も駆けつけた。

〈まとめ〉
少子高齢化に伴う担い手不足は全国的な課題であり、地域固有の文化
や魅力の喪失にもつながっている。そんななかで、企業とともに海外
アーティストを受け入れるAIRの仕組みにより生産を継続している。始ま
りは目の前の労働力という切実なものであったかもしれないが、関わる
人数を増やし、独自のコミュニティが育つことで、新たな広がりも生まれ
ている。
文化芸術を出発点とせず、地域課題に対してのアプローチとしてAIRが
重要な役割をはたしている例といえる。主体が民間であり、地域固有の
伝統文化と産業の双方に関わる取り組みであることから、その持続性や
発展の方向性は、自治体による支援の枠組みや、文化政策・地域政策と
の接続のあり方に大きく左右される。今後は、支援体制や連携の設計次
第で、多様な展開が生まれる可能性がある。今後の発展の方向性はより
多様なものになるのではないだろうか。

伝統地域産業（土佐和紙）の担い手不足の解消に関する事例
Washi＋による「アウトプットを目的としないArtist in Residence」

〈主催〉Washi＋、鹿敷製紙株式会社（協働）
〈地域〉高知県いの町
〈事業名〉アウトプットを目的としないArtist in Residence
〈施設情報〉近隣の空き家を利用したリノベーション物件など

のフォローも行う。ただし「ケアをしすぎるとアーティストとの関係が不均
衡になる」という経験をもとに、サポートが過剰にならず対等な関係であ
ることを基本としている。力や知識の提供と生活環境の提供を等価とみ
なすWWOOFの仕組みを活用している。滞在者は和紙ができるまでの
工程を体験しながら学び、近所に住む子ども達や農家の高齢者、そして
紙に携わる人 と々交流し、地場産業について、伝統について、サステナブ
ルな生き方について考える場となっている。
滞在者は国外からの参加者が多い。版画家やテキスタイルアーティスト
など紙を専門とした美術家が多く、ダンスやパフォーミングアーツなどの
パフォーマー、美術専攻の学生、またプロデューサーもいて、自国で助成
金を申請して長ければ1年近く来日することもある。公募はしているもの
の、彼ら自身のネットワークから情報を得ての応募や、紹介による参加
者が年々増えている。最初からレジデンスアーティストとして公募参加
する場合もあるが、その多くは最初にボランティアとして滞在し、その後
にあらためてアーティストとして参加している。
公募・非公募問わずアーティストに成果物をもとめてはいないが、創作
をおこなった場合の和紙作品などは、町営の「紙の博物館」や地域の土
佐和紙イベントで展示することもある。

〈特徴〉
特筆すべきはやはり、高齢化する伝統産業の担い手として、AIRアーティ
ストの存在が欠かせない点である。彼らは日本の伝統産業である和紙
に興味を持ち、学ぶ。リピーターが多くノウハウを持った人が増えている
ため、経験豊富な人がリーダーとなって新しい参加者に英語で作業を教
えることで、受け入れ側が都度対応しなくてもよいサイクルが生まれて
いる。アーティストの多くは自主的に創作を行い、成果物はアーティスト
の創造を通して、これまでとは違った視点で土佐和紙をとらえて表現さ
れる。それは土佐和紙や地域の再構築・再発見になるだけでなく、アー
ティストが海外へも持ち帰ることによって、AIR事業はじめ鹿敷製紙や土
佐和紙産業のアピールにもなっている。そのことは地域の従事者にとっ
て、自身の仕事に対する自信や誇りにも繋がる。
派生的な影響も大きい。たとえば、「紙の博物館」では展示やワーク
ショップが定期的に実施されており、その手法を自治体が学び、主催し
たこともある。また、Washi＋の主催する企画（Washi＋Performing 
Arts？Project）で長年に渡るリサーチを重ねて滞在製作された土佐和
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宮城県における支援の制度設計

海外のアーティストと子ども食堂の様子

地域AIR レポート｜report

─地域課題と接続する仕組みづくりに向けて

宮城県では、人口の約半数が仙台市に集中するなかで、周辺市町村
間のバランスの確保が課題となっている。また、令和10年度には新
県民会館（名称：宮城県立劇場）の開館を控え、文化行政は一つの転
換点を迎えつつある。こうした状況を背景に、宮城県では文化政策
の専門家として「地域文化コーディネーター」を配置し、文化行政の
再整理に取り組んでいる。
さらに令和7年度末には「第4期宮城県文化芸術振興ビジョン」を策
定し、新たな文化施策の試行が進められている。
その一つが「アーティスト・イン・レジデンス（AIR）支援」である。本事
業は芸術家の滞在制作を支援するだけでなく、地域課題への関与や
多様な担い手の参画を促す仕組みとして制度設計されている。
本稿では、宮城県におけるAIR支援制度の設計と初年度の実践を整
理し、自治体がAIRを支援する際の制度設計上の視点を考える。

支援制度の設計
令和7年度から開始されたAIR支援事業は、平成9年度から継続する
文化事業「みやぎ県民文化創造の祭典（通称：芸術銀河）」の枠組み
の中で実施されている。制度設計は地域文化コーディネーターとと
もに進められ、AIRを単なる制作支援ではなく、地域課題や交流人口
の創出に関わる取り組みとしても期待されている。パイロット事業で
もあることから支援制度と補助率を10/10（上限あり）と設定。比較
的高い補助率とすることで新たな挑戦を支えるとともに、従来の文
化芸術団体に加え、産業、工芸、まちづくりなど異分野の主体の参画
も促している。また、企画運営を担う中間支援的な団体の関与も想
定されており、複数の主体が連携することで文化芸術活動を地域課
題や他分野の取り組みと接続する制度となっている。採択された団
体に対しては、必要に応じて県担当者が現地視察や意見交換を行い
ながら事業の進行を確認し、必要に応じて課題を共有するなど伴走
活動を行っている。また、不採択事業に対しても審査員コメントを付
したフィードバックを行うなど、地域の担い手の育成も視野に入れた
運用が行われている。このように宮城県では、助成型支援にとどまら
ず、行政と地域の担い手が対話を重ねながら事業を進める伴走型支
援の仕組みづくりの並走が試みられている。

支援事業レポート
令和7年度は、芸術銀河事業の「アートを通じた地域協働支援事業」
においてAIR事業2団体が採択された。また同事業の「地域文化サ
ポート事業」においてもAIR型の取り組みが1団体採択され、計3団体
が事業を実施している。
その一つが、一般社団法人とおがったプロジェクトによる「アーティ
スト・イン・レジデンスを活用した教育×子ども食堂事業」である。と
おがったプロジェクトでは、海外アーティストの滞在制作に加え、小
学校での異文化交流や音楽授業、国際交流シンポジウム、子ども食
堂での演奏会やワークショップ、さらに、地域の伝統行事への参加な
ど、地域社会との接点を広げる取り組みも展開されている。
とくに子ども食堂には地域の子どもや町民が毎回100名以上参加し
ており、学校外における学びや交流の機会を支えるとともに、地域の
生活文化に関わる課題に対しても、アートを通じたアプローチが試
みられている点に特徴がある。人口１万人規模の小さな地域におい
ても、外部からの視点が加わることで、地域内部だけでは見えにくい
課題に対する新たなアプローチが生まれており、文化芸術が地域社
会に新たな関係性をもたらす可能性を示す事例といえる。

地域の未来に向けて
自治体（支援者）と運営団体（事業実施者）へのヒアリングからは、双
方に文化を通じた地域づくりへの高い関心と意欲がうかがえた。ま
た、事業の位置づけや成果の捉え方を支援側と実施側が共有するこ
とが、事業の質の向上につながることの重要性も感じられた。AIR事
業では、参加人数や実施件数のみで成果を測ることは難しい。どこ
に評価指標を置くかによって、事業の方向性や基盤のあり方が大き
く左右されるため、評価の視点をあらかじめ設計することが重要で
ある。宮城県では、専門家の配置、官民が対話を重ねながら進める
支援のあり方を通じて、文化と地域が相互に影響し合う持続可能な
地域社会の姿が模索されている。
AIRを単なる文化事業としてではなく、地域課題や多分野の取り組
みと接続する政策手法として位置づけ直すこと、また行政が地域の
担い手とどのような関係性で事業を進めるのかは、制度設計上の重
要な論点となる。

城崎国際アートセンター（KIAC）の
現在地と未来への視座
─アートがもたらす「新しい価値」

城崎国際アートセンター（KIAC）　　　　　　　 写真：西山円茄
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地域AIR レポート｜report

豊岡市の観光地・城崎温泉に城崎国際アートセンター（KIAC）が開
館してから、およそ十年。この間、兵庫県豊岡市は文化・芸術を活か
したまちづくりを推進し、国内外の多くのアーティストがAIRによる滞
在制作を行ってきた。一方で、市政の変化や人口動態の影響など、
地域を取り巻く状況にも変化が見られるなか、KIACもまた新たな段
階を迎えつつある。

近年の取り組みと変化
日本最大級の上演芸術のアーティスト・イン・レジデンス施設として、
KIACは国際的にも評価の高い作品を国内外問わず生み出してき
た。近年は、滞在場所の提供だけでなく、地域とアーティストの関係
をより多層的な広がりを持つ息の長い活動へと進化させている。
2022年度から実施された「KIACコミュニティプログラム」では、過去
にKIACへ滞在した３組のアーティストを招聘し、お盆や相撲といった
地域の行事などのリサーチと創作を３年かけて行った。プログラム終
了後もアーティストたちは自主的に再訪し、住民との交流を続けている。
このように、地域住民にとっては当たり前だと思われていたものに
アーティストの存在が予期せぬ光を当てることがある。近年では、滞
在中のアーティストが「城崎温泉の最後の芸者」と呼ばれた女性に
フィーチャーした作品を創作した結果、作品はパリの国際芸術祭に
招聘された。住民にとって見慣れた隣人が、国際的な場で脚光を浴
び、再び城崎へと逆輸入される形でその価値が再発見された例だ。
オープン以降に生まれてきたこうした「予期せぬ飛躍」は、KIACだけ
で完結するものではない。豊岡市民プラザのほか、豊岡演劇祭
（2019年-）、江原河畔劇場（2020年-）、芸術文化観光専門職大学
（2021年-）など新たな拠点も生まれ市内の複数のプラットフォーム
が緩やかに接続している。
たとえば、レジデンスアーティストが演劇祭に参加するだけでなく、
演劇祭を契機にKIACのレジデンスへ関わる動きも生まれている。ま
た、こうした受け入れの風土は、大学生らによる温泉街や市内の文化
施設、遊休施設を活用したアートプロジェクトへの参画を後押しし、
「とゞ 兵（元老舗料亭の複合施設）」などにおける民間レジデンスプロ
グラムの展開にもつながっている。
こうした重層的な関わりが、AIRの短期滞在を超えた関係人口・交流
人口の深化を生み出してきた。現在では、人口規模に比して多くの
創造的な人材が集う市となっている。これらは、まちづくりを支える

定量化しにくい成果といえる。KIACという場がこれからも地域と
アーティストを繋ぐ結節点であり続けるためには、他の専門組織や、
芸術文化にとどまらない地域のコミュニティとも、緩やかに関係性を
結び続けていく必要があるだろう。

地域の未来に向けて
これまでの地方創生ではアートは主に「地域に活力をもたらすもの」
として位置づけられることが多かったが、社会の前提が変わりつつ
ある今、その関係性も見直されつつある。
KIACでプログラムディレクターを務める吉田雄一郎さんは、こうした
状況を別の角度から捉える。「例えば、人口減少は社会課題として語
られることが多いですが、一方で、私たちの生活環境や社会構造を
改めて見直すきっかけにもなり得ます。社会の状況や変化に対して、
自分たちの立場や、ときには人間中心主義さえ超えた視点から見つ
め直すこともできるのではないでしょうか。こうした日常とは異なる
視点をもたらすことも、アートの重要な役割の一つだと思います」。
アートの視点から導き出される本質的な問いに対し、AIRは時間をか
けて対峙し探究できる場である。城崎にはこの探求を許容する土壌
があるからこそ、数多のアーティストが集まるのだろう。そして、日常
の延長線上にはない「予期せぬ飛躍」がうまれ続けている。

劇場、スタジオ6つ、レジデンス、キッチン、ダイニングなどを
備え最大で20名程度まで宿泊可能。

県から市に移譲された会議施設をリニューアルし2014年
に開館。所轄は2015年から豊岡市環境経済部・大交流課、
2023年からは観光文化部 文化・スポーツ振興課、2026年
度からは産業経済部 文化・スポーツ振興課となる。

年1回の一般公募により選定された上演芸術のアーティス
トが滞在制作・地域交流を実施。2025年度は21か国から
66件の応募があり、9件のプロジェクトを採択。ほか、国内
外の芸術団体等との連携事業、市内の専門職大学の実習
なども受け入れている。

施設

沿革

事業
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の中に当たり前にアートもあってほしい」と位置付けてくだ
さっているのが面白いですね。ほかにも、地域おこし協力隊
で空き家担当や集落支援をするような「専門ではないけれど
サポート役の人たち」が関わってくれている。雑種の場作り
が進み、みんなが共通して面白がれるものとしてAIRがあり
ます。
坂田　AIRの継続に必要なものは？
野村　資金的支援だけでなく寄り添い型支援を行っていま
す。現場に足を運んで目撃者になり、相談に乗れる関係性を
作っておくこと。大事なのは「お金を出すからこうして」と
嵌め込みすぎず、その方々の自発性が尊重されることです。
信頼関係の蓄積が大事なので、「疲れちゃったら休んでもい
いですよ」という関わり方をしています。
坂田　私もです。あと、ホスト側に「文化芸術の専門家とし
てコーディネートする必要はない」と伝えています。地域の
専門家として一緒に過ごしてもらい、サービスする側・受け
る側という構造を作らない。アーティストにも「東京のよう
な手厚いサポートはない」と言い含め、人間同士の関係とし
てつながることを指針にしています。
野村　全く同じです。アーツカウンシルの助成事業では「次
の年度の計画だけでなく、3年から5年のストーリーを語っ
てください」と言っています。そこに向かって事業がうまく
いっているかを基準に判断しますし、それが見えると逆算的
に誰に協力してもらうべきかが見えてくる。国の補助金だ
と数値で測る必要があるかもしれませんが、私たちは自分た
ちの目で進捗を確かめられます。キープレーヤーとの人間
関係が作れていれば、なにをサポートすべきか提案もできま
す。実のあることにチャレンジできる環境を、県にも理解し
てもらっています。
坂田　中間支援と自治体との関係作りについては？
野村　これまでは民間支援が中心で、行政とは対等なパート
ナーという位置付けでした。今年度からは少しスタンスを
変え、「市町村・文化施設担当者向け相談会」を始めました。
人口減少を真っ向から受け止めることは県と民間だけでは
対処できないですし、各文化施設の課題や伝統芸能の継承は
単独の町村では難しい。県は市町村が単独でできない課題
を担い、広域で取り組めるプラットフォームを作ろうと考え
ています。
坂田　なるほど。その地域ならではの資源……鹿狩りに立
ち会って作品を作るような体験ができるAIRは、地方と首都
圏の関係性を変えるきっかけになると思っています。
野村　持っている資源で勝負していく工夫の方法として

AIRがありますよね。市町村の中だと全ての団体を平等に扱
わなければならないという制約がありますが、県であればポ
テンシャルの高い民間団体に合わせた支援ができます。
この数年は、長野県内での映像制作を円滑にする「信州フィ
ルムコミッションネットワーク」とも連携しています。現場
のアドバイザーからの提案でAIRの仕組みを活用し、彼らに
作品が生まれる根元から地域でコーディネートしてもらう。
すべて地元で行うことで、経済効果も期待しています。民間
の活力を生かして、地域の豊かな暮らしを守るためにも、官
民協働のきっかけ作りを意識しています。

他分野との繋がり
野村　他分野と繋がるには、行政や文化財団は「相談窓口」を
作ったほうがいいです。まずは話を聞く。新しい関わりを紹
介してもらえる場所があることで、やる気を持った方の「ド
ミノ1個目」が動き出します。
坂田　岩手県にも文化芸術コーディネーターの相談窓口が
あります。他分野からのアクセスルートが少ないのは課題
ですが、プログラム作りなど、一緒にできることはあります。
野村　やりながら混ぜていくしかないですね。始める時は
何の予算でもいい。その活動の文化的側面を文化担当に相
談してくれればいいと思います。「部屋が余っているから友
達を滞在させてみた」という経験からAIRに発展したケース
もありますし、まずはやってみることで経験がうまれている
と、助成金の審査でも「実現性がある」と判断します。
坂田　農業や漁業の担い手不足と文化芸術を組み合わせる
など、その地域ならではのアプローチも可能でしょうね。そ
の時に、文化芸術の専門家ではない人が立ち上げられるかど
うかも重要になりそうです。

AIR実施と信州アーツカウンシルの助成
長野県が2021年度より主催するレジデンス事業「NAGANO 
ORGANIC AIR（ナガノオーガニックエアー／以下、NOA）」
は、2022年度より新設された信州アーツカウンシルに事業
が移行し、5年間で延べ50人ほどのアーティストが長野県内
の様々な地域に滞在した。アーツカウンシルはAIRの位置づ
けを「行政、公共施設、民間団体、まちづくり、福祉などを掛け
算して地域の文化資源や担い手を可視化するプロジェクト」
とし、長期スパンで地域に担い手を掘り起こし、応援してい
く仕組みを作っている。アーティストの滞在にあたっては、
文化の専門家に限らず地域で活動する団体や個人が「ホス
ト」として創作プロセスをコーディネートする。ホストを1
～2年ほど務めた後はアーツカウンシルの助成事業に企画を
出し、採択されれば3年間ほど伴走支援を得られる。アーツ
カウンシルはアーティストとホストの両方をサポートする
ことによって、数年をかけて地域文化の土壌を育てている。
「AIRで大事なことは『創作のプロセスを自分の地域で行っ
ている』という活動そのもの。鑑賞事業では完成された結果
が外からやってくるが、AIRは地域で試行錯誤や実験が行わ
れることで、地域に新しい関係性や協力関係が発見できるこ
とが魅力です」（野村）

地域と文化芸術の関係を、AIRで育てる
野村　NOAでは、文化芸術を皿にして観光、まちづくり、医
療福祉など様々な地域の分野がチームとして連携するきっ
かけ作りをサポートしています。「文化的コモンズ」という
考え方がありますが、文化芸術はアーティストだけでなく、
地域住民や商店街などそれぞれが役割を担っています。こ
の層をどう厚くできるかが私たちアーツカウンシルの役割
です。NOAでは、アーティストと地域のホストが関係を結ぶ
ことで、地域の活性化や課題対処のチームワークが生まれる。

AIRはコンパクトに行える事業でありながら、非常に重要な
側面を持っています。
坂田　「文化的コモンズ」は、東日本大震災の後に「公立文化
施設の役割に関する調査研究」の中で示されましたね。もう
一度文化の役割を考え直そうという時に出てきました。こ
れがあって自然発生的に東北の沿岸地域でもAIRが生まれ
ました。しかし継続には困難があると思いますが？
野村　私たちは「NOAをきっかけにして、アーツカウンシル
の助成事業を活用して地域での文化芸術活動を行ってくだ
さる担い手の方と出会いたい」という思いでホストに伴走し
てきました。実際にNOAのホストを経験した中から、少なく
とも5団体ほど民間のグループが助成事業に採択され、3年
間の助成支援が終わった後も自分たちの場所を拠点にした
活動を継続してくださっています。
坂田　AIRは滞在アーティストだけでなく、地域にとっても
大きな機会ですよね。岩手だと民俗芸能の方、地元の音楽家、
高校生と共創することもあります。AIRによって人と人の交
流や動きはありますか？
野村　ありますね。別の地域に呼んだダンサーが地域の民
俗芸能に興味を持って通い詰めるようになったとか。
坂田　岩手でも、田野畑村の大宮神楽さんに習いに行くプロ
ジェクトがあり、単年度で終わった後も通い続けてくれ、そ
こからさらに森山未來さんなどの他のダンサーへとが繋
がっています。
野村　AIRの可能性として、自分で通ってくださるアーティ
ストは「関係人口」になります。いつか移住してくれるかも
と思いながら眺めていますが、移住しなくても地域の人たち
の刺激になっています。長野での活動が広まり、文化活動を
前提に移住してくる方も少しずつ増えていると感じています。
坂田　長野へ伺った際、葡萄農家をやりながら劇場を開いて
いる方など、様々な属性の方が文化活動をされていたことが
印象的でした。

行政が眼差すNOAの方向
坂田　そもそも県がなぜAIRを行う必要があると考えたの
でしょうか？
野村　2018年の「長野県文化芸術振興計画」の中に、「アート
拠点」を地域に作っていくことやAIRについて書かれていま
した。また、改正された文化芸術基本法の方針に沿って素直
に取り組んでいるともいえます。実施していくなかで、空き
家活用として国土交通省などからモデル事例として評価さ
れる例もありますし、まちづくり企業の方が「日常の暮らし

AIR 実施における県と中間支援の役割

信州アーツカウンシルゼネラルコーディ
ネーター。1978年生まれ。公共ホール、民間
劇場・劇団制作部を経て、2012～13年にアー
ツカウンシル東京アーツアカデミー調査員。
14年より(公財)沖縄県文化振興会・沖縄アー
ツカウンシルでプログラムオフィサーとし
て活動し、並行して舞台芸術の企画制作や国
内各地の芸術祭に参加。18～22年は長野県文
化振興コーディネーターとして文化施策推
進と支援に携わる。全国小劇場ネットワーク
理事、舞台芸術制作者オープンネットワーク
理事。22年より現職。野村 政之～信州アーツカウンシル・NOAの取り組みより～

NPO法人いわてアートサポートセンター／
トランジット・アーツ・ラボ代表。宮古市民
文化会館のプロデューサーとして劇場運
営、社会共創文化室長としてアーティスト・
イン・レジデンス、教育普及、文化観光、調査
研究事業を所管。岩手県芸術文化コーディ
ネーター、(一財)地域創造「公共ホール現代
ダンス活性化事業」コーディネーターも務
める。2003年に桜美林大学パフォーミング
アーツ・インスティテュート、07年より財団
法人地域創造、12年より北九州芸術劇場を
経て、17年より現職。坂田 雄平

いわて文化共創フォーラムにて（右：野村政之、左から二人目：坂田雄平）

2月19日開催「いわて文化共創フォーラム～岩手県の文化政策概況と地域と歩むアーティスト・イン・レジデンスのはじめかた～」より一部抜粋・編集

talk session

対　談
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公益財団法人セゾン文化財団次世代の

芸術創造を活性化する研究助成

－岩手県の市町村における文化政策概況の現状から考える、新たな土壌づくり－

Artist
In
Residence 

Iwate

Regional Cultural Policy
in Iwate Prefecture: 
Artist-in-Residence as a Policy Option

地域におけるアーティスト・イン・レジデンス
導入の可能性（岩手県版）

調査研究報告書

https://togoldilocks.com

公益財団法人セゾン文化財団次世代の芸術創造を活性化する研究助成
地域におけるアーティスト・イン・レジデンス導入の可能性（岩手県版）に関する調査研究

2026年3月 TRANSIT ARTS LAB　岩手県盛岡市南大通一丁目15-7 盛岡南大通ビル3階

調査実施

協力

報告書デザイン

助成

TRANSIT ARTS LAB／坂田雄平、河野桃子

MiR（主催：ミツバチLINK）、令和7年度岩手県文化芸術コーディネーター課題解決支援業務「いわてアーティスト・イン・レジデンス（AIR）研究会
（主催：岩手県、NPO法人いわてアートサポートセンター）」、菅本千尋、越戸浩貴、蜂谷 淳平、森陽平（敬称略）

homesickdesign

公益財団法人セゾン文化財団｢次世代の芸術創造を活性化する研究助成｣


